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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日本の代表的エスニックビジネスのパチンコ産業について、発展要因と韓国
朝鮮人集団の関係を歴史的に解明した。パチンコ産業は同集団が人口比率を上回る比重で参入し、巨大市場に成長した
世界的にみて注目すべきエスニックビジネスである。参入時には民族コミュニティが重要な役割を果たしたが、産業発
展の要因は企業経営変化、組織化、技術革新等、一般社会との関連にあった。80年代の巨大市場への急成長によりビジ
ネスとチャンスとして認識され、一般社会からの参入が殺到した。その結果外国人企業の比率は低下し、そのプレゼン
スは縮小した。本研究は、2015年に研究書(名古屋大学出版会)として出版される予定 である。

研究成果の概要（英文）： The present research aims to reveal the historical dynamics of the pachinko pinba
ll entertainment industry that represents the largest ethnic business in Japan.It attempts to examine the 
relationships between the developmental factors and the ethnic group from international perspectives. This
 research finds that the Korean-Japanese entrepreneurs engaged in to the industry and utilized the intra-e
thnicity resources in the process.But the development of that industry should be explained by such factors
 as the adjustment of management, the systematization, and technological innovations, all of which are int
egrated into the Japanese society. Further, the rapid growth of huge markets functioned as a turning point
 at which non-ethnic people started recognizing that industry as a business opportunity and began to engag
e into the business. Consequently, the proportion of non-Japanese ownership declined so that ethnic elemen
ts in the business became lessened.   
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１．研究開始当初の背景 

 エスニック・マイノリティに関する研究

は、グローバル化の進展の下で移民の規模

が増大するなか、その重要性の認識と共に

国際的関心も高まり、歴史学、社会経済学、

社会学、経営学など様々なアプローチから

蓄積されてきた。それに比べて、日本のエ

スニック・マイノリティについての研究、

とりわけ経済関連の分析は充分とはいえな

い。学術上の遅れの問題は、実証、理論分

野にわたっている。本研究では、国際比較

研究の研究蓄積に実証的側面から貢献する

ことを意図し、必要性が高まっている日本

のエスニック・グループの経済活動の実態

提示を試みる。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、日本における民族マイ

ノリティビジネスの歴史を明らかにするこ

とにより、国際的に比較可能な研究として

貢献するとともに、学問的なアプローチか

ら日本の外国人関連の政策に対してインプ

リケーションを与えることである。 

 

３．研究の方法 

2 の目的を達成するため、本研究では、

まず、日本の最大の民族マイノリティであ

る在日韓国・朝鮮人の代表的ビジネスであ

るパチンコ産業の歴史について、発展要因

に注目して明らかにした。そして、中国人

などの他の民族ネットワークに関する既存

研究の成果と比較検討しながら、在日韓

国・朝鮮人のコミュニティがエスニック・

ビジネス産業の発展においてどのようにか

わったかを提示した。 

 本研究の歴史的アプローチは、次の資料

及び分析方法に基づいている。第 1に、在

日韓国人・朝鮮人ビジネスを歴史総体的の

解明するため、同コミュニティが調査・編

集した企業名鑑(韓日文化センター『在日僑

胞實業人名録』1967年、企業名鑑の統一日

報社「在日韓国人企業名鑑編纂委員会」編

『在日韓国人企業名鑑』1976年、在日韓国

会社名鑑編集委員会編『在日韓国人会社名

鑑』1997年)の集計分析を行った。第 2に、

エスニック・ビジネスの産業発展の要因と

代表的企業の成長基盤を明らかにするため、

パチンコ産業の代表的企業として正村商会、

在日韓国・朝鮮人企業のマルハンの資料収

集及びインタービュー調査を実際し、経営

史的分析を行った。第 3に、外国人企業が

産業発展のなかで示したかかわりの変化を

検証するため、産業関連の業界誌などの史

料の収集及び分析、東京都遊技業協同組

合・東京都遊技場組合連合会『都遊協・都

遊連組合員名簿』を集計分析した。 

 

４．研究成果 

 研究成果は、5 に示した活動によって公

表しているが、得られた知見について以下

のようにまとめることができる。 

 

(1) 日本のエスニック集団の特徴 

移民国家の北米や外国人労働者を積極的

に受け入れた西ヨーロッパにおいては、自

営業率の高いエスニック集団が注目されて

きた。例えば、アメリカでは、アジア系移

民など特定エスニック集団の自営業率の伸

びが、マジョリティに比べて顕著に表れた。

起業率が高かった場合、世代交代を伴った

社会階層が上昇した。この要因について、

特定エスニック集団の企業者活動の基盤と

して内在する資源に注目した説明、理論化

がなされてきた。 

日本の外国人の自営業率は、一様ではな

い。2010年における人口規模の最も大きい

中国籍の自営業率は、マジョリティに対し

て半分程度に留まり、ブラジル籍、フィリ

ピン籍も低水準であった。他方で在日韓

国・朝鮮とパキスタン籍は他民族と日本人



より、自営業率が際立って高い集団であっ

た。 

自営業率が極めて高かった在日韓国・朝

鮮人の特徴は、他の民族集団とは異なる労

働市場での条件と歴史的条件を背景にした

社会関係資本の蓄積に関連している。在日

韓国・朝鮮人の高い自営業率の結果をもた

らしたビジネスは、他の集団が自らのエス

ニック集団を市場基盤にしたり、エスニッ

ク集団の文化に関連するサービスや財を提

供したりしていたのに対して、日本人マー

ケットを基盤にしていた。エスニック集団

を超えたマーケットが基盤となれば、参入

可能な主体数も市場規模だけ増大するので

あり、そのような市場の発見が、同集団の

高い自営業率に相応している。中国籍は他

の集団より留学資格の比率が高く、労働市

場への浸透と中国と日本のビジネス関係が、

就業率と自営業両方に機会を与えた。パキ

スタン籍は、日本の中古車を本国に輸出し

ていたが、途上国に広がっている同胞のネ

ットワークを基盤に広域的に貿易を展開す

るまでになった。 

在日韓国・朝鮮人の代表的事業は、30兆

円の巨大市場に成長したパチンコ産業であ

った。在日韓国・朝鮮人集団が産業発展に

大きな役割を果たしたことから、日本の代

表的エスニック・ビジネスとして位置づけ、

産業発展の要因とエスニック・コミュニテ

ィの関わりを考察する。 

 

(2) エスニック・ビジネスの発展と在日

韓国・朝鮮人 

パチンコ産業は、在日韓国・朝鮮人が人

口比率を上回る比重で参入し、巨大市場に

成長した世界的にみて注目すべきエスニッ

ク・ビジネスである。 

パチンコ産業が産業として定着するチャ

ンスをつかんだのは、最初のブームによっ

て全国市場が形成された1950年代前半に遡

る。しかし、当時パチンコ産業の長期的発

展は、予見不可能であった。警察による規

制も明確な基準がなく、景品交換の制度も

整っていなかった。ホール経営は、極めて

ギャンブル性が高い機械に影響され日々の

営業成果の予測が難しく、事業の計算可能

性に欠けていた。このような不安的なビジ

ネスのままでは、パチンコホールの店舗展

開や機械メーカーの開発投資を期待するこ

とはできなかった。ギャンブル性の高い機

械が規制されたこと、釘調整のノウハウの

蓄積によって収益基盤が安定化したこと、

景品交換の制度整備への取り組みが進行し

たことが、市場安定化をもたらし、漸く産

業として定着し始めた。他方で、機械メー

カーの組織化が推し進められ、機械開発に

よる技術発展が期待できるようになった。

このようなパチンコ産業に対して、在日韓

国・朝鮮人は産業発展を主導する役割を果

たすようになった。 

1950年代前半のブーム期に、他の日本人

と同様に参入した在日韓国・朝鮮人の事業

経験により、コミュニティ内に産業関連の

情報が形成された。1950年代後半以降、ホ

スト社会からの参入が敬遠されたことによ

って、パチンコ産業の情報は、特定の民族

コミュニティのなかで蓄積されていくこと

になった。1970年代まで個人的な繋がり等、

インフォーマルな関係によって産業関連の

情報が伝わり、在日韓国・朝鮮人にとって

パチンコ産業は選択しやすい事業となった。

他方で、コミュニティによって全国に設立

された民族系金融機関からの資金調達も、

パチンコ産業への参入を容易にする役割を

果たした。その中、大阪の有力民族系金融

機関にみられるように、1970年代末になる

と組織的情報生産・蓄積が行われホール参

入を促すフォーマルな情報伝播の取り組み

も加わった。このように、長期にわたって、

パチンコ産業の発展は、コミュニティ内の



情報蓄積を基盤に、特定民族のなかから輩

出される担い手に依存することになった。 

1980年代に入ると、パチンコ産業は、機

械のデジタル化とともに、ホールの多店舗

展開の基盤が整えられ、それまでとは異な

る発展段階へ移行した。高い成長率のもと、

30兆円市場まで急速に成長すると、高い成

長を続けるビジネスチャンスとして注目さ

れる存在としてパチンコ産業の社会的な評

価が変わっていった。他方で、社会的マイ

ナスイメージの一つの要因であった暴力団

との関連は、行政や業界のタイアップの活

動のもとで、産業全体の実態として薄まり

つつあった。 

このように、パチンコ産業に対する成長

の経済性が社会的認知度の高まりに合流す

ると、非エスニック・グループからの参入

も本格化になった。非日本人の比率は、

1980年代を挟んで低下し、この市場成長期

における在日韓国・朝鮮人の参入の重要性

も変化した。1950年規制によって暴力団と

の関係が疑われるなどのダーティなイメー

ジによって、日本人が積極的に関与するこ

とが少なく、それ故にエスニック産業とし

ての特徴を強く帯びていたが、マルハンの

ようなエスニック企業家の企業の継続的な

成長とともに、ビジネスチャンスと認識し

た日本人の積極的な参入によって、そのエ

スニシティ性は希薄化された。 

この点は、機械メーカーにおいて同様で

あった。1997年の日本遊技機特許連盟の解

体を背景に、パチンコ機械への新規参入の

動きがあった。1980年代以降の市場成長、

90 年代のメーカーの株式市場への上場な

どに誘引され、それまで維持されていた機

械メーカー間の協調的仕組みは、解体され

た。 

 

(3) エスニック企業の資源調達とエス

ニック・コミュニティ 

1980年代の産業発展を背景に、マルハンの

ようなホール事業のトップ企業は、全国展

開の本格化を推し進めた。マルハンなど、

エスニック・マイノリティのパチンコホー

ルの個別企業の場合、多店舗展開のための

資源(例えば、資金)に関しては、1970年代

に既にコミュニティの外からの調達が不可

欠であった。実際、マルハンは、1970年代

の広域的展開における資金調達も、80年代

以降の本格的全国展開のためのそれも、一

般金融機関との取引が基盤になった。それ

は、パチンコ産業の発展を舞台としたマル

ハンの成長がコミュニティの経済発展のス

ピードを上回る資金を必要としたからであ

った。他方で、多店舗化は業界を先導して

いたから、コミュニティの平均的な情報と

は隔離した同社企業内に蓄積した情報が基

盤になった。 

以上のように、エスニック要素を強く帯

びたパチンコ産業は、個別企業の成長にお

いては、1970年代から既にホスト社会から

の資源調達及び独自な情報蓄積を不可欠な

基盤としていた。また、1980年代以降の発

展は、液晶など電子関連の産業、ソフトウ

ェア開発産業、ホール内のコンピューター

制御など他産業での技術発展を取り込んで

進行し、ホスト社会との関連性をますます

高めていった。 

 

(4) エスニック・コミュニティ機能 

パチンコ産業の発展は、インキューベー

ターとしてのエスニック・コミュニティの

役割、エスニック集団とホスト社会両方に

またがる開かれた組織的対応及び資源調達、

規制に対応するなかで、イノベーターを生

み出したことの結果であった。それらが、

ホール経営とメーカーの開発のプロセスに

おいて重視され、産業維持及び発展に不可

欠であった。 

以上のようにエスニック・ビジネスの発



展は、予測できないものであった。技術発

展は、産業内で、コミュニティ内で、閉じ

られたものではなく、他産業とのかかわり

や一般社会との関連性の中で成し遂げられ

たものであった。そのなか、産業発展と共

にコミュニティの機能が低下したように見

えるのは、コミュニティ機能が産業発展を

サポートする中で行われた、積極的な企業

活動の結果であった。パキスタン籍の中古

車の貿易事業においても同様にみられた民

族のネットワークに蓄積される情報の役割

は、産業発展とエスニック・コミュニティ

が果たす経済機能の深い関連性を示唆する。 

 

本研究は、2015 年に研究書(名古屋大学

出版会)として出版される予定である。 
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